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【目的】本研究は、閉じこもり予備群の外出頻度と身体活動度の変化を調査し、

外出頻度が改善した者の特性を明らかにすることを目的とした。

【方法】2016 年～ 2019 年に茨城県内の 2 市町村で開催された介護予防教室に

参加した地域高齢高齢者 174 名のうち、外出頻度が週に 2 〜 3 日に 1 回に該当

した閉じこもり予備群 45 名を対象とした。教室終了時に外出頻度が増加した

者を改善群、変化がなかった者を非改善群とし、教室開始時と終了時に外出頻

度、身体活動度、身体機能、精神・認知機能の調査を実施した。なお、身体活

動度は、座位行動時間、軽度の活動時間、中等度以上の活動時間を調査した。

【結果】改善群に該当した者は約 6 割であった。両群の教室開始時の比較では、

改善群の座位行動時間が有意に短く、抑うつに該当する者の割合が有意に低か

った。教室前後の比較では、改善群の座位行動時間の有意な短縮が認められた。

【結論】閉じこもり予備群において外出頻度が改善する者の特徴は、座位行動

時間が低いこと、抑うつでないことが影響する可能性が示された。

キーワード：閉じこもり，介護予防教室，外出，身体活動

介護予防教室参加者における外出頻度が改善した者の
身体活動度及び精神機能の変化とその特性
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Ⅰ．緒言
高齢者の外出頻度は、他者との交流などの

社会活動性を反映しており 1）、健康指標の一

つとして用いられている。厚生労働省による

介護予防のための基本チェックリスト 2）に

おいても、閉じこもりに関する設問に外出

頻度が用いられており、要介護リスクの要

因の一つである閉じこもりは、外出頻度が

週に 1 回未満と定義されている。内閣府に

よる高齢者の健康に関する調査 3）によると、

地域在住高齢者の外出頻度は、「ほとんど毎

日」が 68.7%、「2~3 日に 1 回」が 21.7%、「週

に 1 回以下」が 9.6% と報告されている。渡

辺ら 4）は、地域高齢者の外出頻度を縦断的

に調査し、外出頻度が 2 ～ 3 日に 1 回程度の

者は要介護移行率 12.2% であり、閉じこも

りとは判定していない。しかし、外出頻度が

2 ～ 3 日に 1 回程度の高齢者も身体的、精神

的、社会的な健康水準が低いことが明らかに

されている 1）。また、渋井ら 5）は、一次予防

の観点から閉じこもり予備群を類型化し、閉

じこもり予備群の多くは、閉じこもりの予測

因子を保持していることを明らかにしてい

る。このようなことから閉じこもり予備群に

対して何らかの支援がなければ、加齢ととも

に閉じこもりに移行していくことが危惧され

る。閉じこもり予防や社会参加を促すために

は、早期から閉じこもり予備群に対する支援

が必要と考える。

閉じこもりは外出頻度を基に定義される

が、介護予防の推進を図る上では、外出頻度

に加えて身体活動度を高めることも重要とい

える。これまでに身体活度の低下と要介護と

の関連についての報告 6） 7）が散見される。こ

れらの報告は、身体活動度の指標として歩

行時間や頻度を用いており、介護予防の観

点から閉じこもり状態に至る前に外出に伴

う身体活動量を確保することは重要といえ

る。閉じこもり予備群は、身体機能や精神機

能以外に身体活動度が低下していることが

懸念される。これまでに、ふだんの外出頻

度が低い地域高齢者は身体活動レベルが低

いこと 8）や、外出機会の多い高齢者は中等

度以上の活動（moderate-to-vigorous physical 

activity；MVPA）が高いこと 9）が報告されて

いる。さらに、地域在住高齢者において外出

を伴う地域活動レベルが高いことは座位行動

（Sedentary Behavior；SB）が低いことと有意

に関連していることが報告されている 10）。こ

のようなことから閉じこもり予備群は、外出

頻度が高い者よりも身体活動度が低く、座位

行動時間が長いことが想定され、外出支援と

ともに身体活動度を高める支援が必要と考え

る。

これまでに閉じこもり予備群を含めた地域

高齢者に対する介入研究は、わずかながら報

告されている。奥野ら 11）は、地域在住高齢

者の運動教室参加者のうち、外出頻度が週

に 1 回以下であった者が 3 か月間の教室参加

後に閉じこもりが改善したことを報告してい

る。加藤ら 12）は、通所型介護予防教室に参

加した二次予防事業者に対し、3 か月間の運

動器機能向上プログラムを実施し、閉じこも

りが改善したことを報告している。一方、園

田ら 13）は、地域高齢者を対象とした運動介

入の効果として、介入後に基本チェックリス

トの閉じこもり得点は改善しているにもかか

わらず、外出頻度に変化が認められなかった

ことを報告している。このように、閉じこも

り予防を目的とした介入による効果は、十分

なエビデンスがあるとはいえない。また、こ

れらの報告は、閉じこもりの定義である外出

頻度が週 1 回を基準に改善の有無を検討して

おり、閉じこもり予備群の外出頻度の変化は

検討されていない。閉じこもりを予防するた

めには、その前段階にある閉じこもり予備群

に対する介入が必要と考える。

以上のようなことから、本研究は、通所型

介護予防教室に参加された閉じこもり予備群

に該当する者の外出頻度と身体活動度の変化

を調査し、外出頻度が改善する者と変化のな

い者の特性を明らかにすることを目的とし

た。

Ⅱ．研究方法
１．研究デザイン
前後比較研究
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2．対象
2016 年 9 月～ 2019 年 3 月に茨城県内の A

町および B 町で開催された介護予防教室に

参加した地域高齢者 174 名のうち、外出頻度

が週に 2~3 回に該当した閉じこもり予備群

49 名を対象とした。A 町は県南部に位置し、

高齢化率は 25.3%（平成 27 年時）である。B
町は県西部に位置し、高齢化率は 26.5%（平

成 27 年時）である。教室への参加は、65 歳

以上の地域在住高齢者に対して町の広報誌に

よってリクルートした。除外基準は、教室開

始時と終了時の測定が実施できなかった者、

途中脱落者、認知機能検査の Mini-Mental 
State Examination（以下、MMSE）が 23 点以

下の者とした。閉じこもり予備群に該当し

た 49 名のうち、測定が実施できなかった者

2 名、途中脱落者 1 名、MMSE23 点以下 1 名

を除外し、解析対象は 45 名（平均年齢 76.1
± 5.4 歳）とした。

３．方法
教室開始時と終了時に、外出頻度、身体活

動量、身体・認知機能の測定を実施した。教

室は、週 1 回、全 10 回で構成されており、

教室開始時と終了時に外出頻度および身体・

認知機能の評価を実施した。一回当たりの教

室時間は 2 時間程度であり、介入プログラム

として、介護予防に関する講話、筋力強化や

バランス改善を目的とした運動プログラム、

レクリエーションを実施した。講話内容の一

部に閉じこもりや身体活動に関するテーマを

取り入れた。教室の運営は、医療および福祉

従事者とボランティア養成教育を受けた地域

高齢者が担当した。教室終了時に外出頻度が

増加した群を改善群、変化がなかった群を非

改善群とし、それぞれの変化を検討した。

4．調査項目
1）対象者の基本特性

対象者の基本特性として、年齢、性別、家

族構成、外出頻度、家庭内および社会的な役

割の有無を調査した。

2）外出頻度

1 週間の外出頻度について調査した。「毎

日 1 回以上」、「週 4 ～ 5 回」、「週 2 ～ 3 回」、

「週 1 回」、「週 1 回未満」の 5 件法で実施し、

教室開始時に「週 2 ～ 3 回」であった者を閉

じこもり予備群として抽出した。また、教室

終了時に「毎日 1 回以上」、「週 4 ～ 5 回」で

あった者を「改善群」、「週 2 ～ 3 回」であっ

た者を「非改善群」とした。なお、外出は敷

地外に出ることとした。

3）身体機能

①握力

握力計（竹井機器工業社製 D-5101）を立

位姿勢にて体側に保持してもらい、肘伸展・

PIP 関節屈曲 90°位で呼息しながら最大努力

で握らせた。左右 2 回ずつ計測し、平均値を

算出した。

② 5 回椅子立ち座りテスト

椅子に座った状態から合図とともに立ち上

がり、直立姿勢となってから再び椅子に腰掛

ける動作を出来るだけ速く 5 回繰り返すのに

要した時間を計測した。

③ Timed Up and Go Test （以下、TUG）

椅子に座った状態から合図とともに立ち上

がり、可能な限り速く歩き、3m 前方のコー

ンを回って再び椅子に座るまでに要した時間

を 2 回計測し速い方の記録を採用した。

④ 5m 歩行時間［通常・最大］

5m の歩行路を通常・最大の速さで歩いた

時に要する時間を計測した。

4）身体活動度

3 軸 加 速 度 セ ン サ ー Actigraph GT3X®
（Actigraph 社）を用いて、座位行動（Sedentary 

Behavior；SB）、軽度の活動度（Light physical 
activity；LPA）、中等度以上の活動（moderate-
to-vigorous physical activity；MVPA）を測定

した。身体活動量計は教室開始時と終了時の

7 日間装着し、総時間を基に、１日あたりの

所要時間を算出した。なお、データの採用基

準は、米国国民栄養調査 14）を参考に、60 分

間以上連続してカウントされなかった場合を

非装着とし、24 時間から非装着時間を引い



表 1　教室参加者全体の基本特性（n ＝ 174）

年齢（歳） 74.4±4.7
性別［男性］（人） 31（18.0）
家族構成・独居（人） 42（24.1）
家庭内役割［あり］（人） 156（89.7）
社会的役割［あり］（人） 69（39.7）
外出頻度（人）

毎日外出する 52（30.0）
週4～5回 71（40.1）
週2～3回 49（28.2）

週1回 3（0.02）
MMSE（点） 27.8±2.0
うつ該当（人） 46（26.4）
老研式活動能力指標（点） 12.5±3.0
数値は平均値±標準偏差，n(%)      

表1　教室参加者全体の基本特性（n＝174）
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た装着時間が 1 日 10 時間以上であった計測

日をデータとして採用した。

5）精神・認知機能

① MMSE
MMSE は面接形式で行う認知機能スクリ

ーニング検査であり、11 項目の設問からな

る。30 点満点中、23 点以下を軽度認知機能

障害とした 15）。

②抑うつの評価

抑うつの評価には、基本チェックリスト 2）

のうつに関する 5 項目の設問を用いた。5 項

目の設問のうち 2 項目以上に該当した者はう

つリスク対象とされており、本研究では抑う

つ該当者とした。

6）生活機能の評価

老研式活動能力指標 16）を実施した。この

尺度は、手段的日常生活動作能力、知的能動

性、社会的役割の下位項目に分けられ、13
の設問からなる。13 点満点で評価し、点数

が高いほど生活機能が高いことを示す。

5．統計学的解析
統計学的解析は、教室開始時の改善群と

非改善群の比較には Mann-Whitney の U 検定

およびχ² 検定、それぞれの介入前後の比較

には、Wilcoxon の符号付順位和検定および

McNemar 検定を実施した。統計ソフトウェ

アには、SPSS Statistics 24.0（IBM 社製）を

用い、全ての検定で有意水準は 5% 未満と

した。

6．倫理的配慮
本研究は、茨城県立医療大学研究倫理委員

会の承認を得て実施した（承認番号：e198）。

Ⅲ．結果
教室参加者全体の特性について表 1に示し

た。また、閉じこもり予備群の教室前後の比

較を表 2に示した。教室前後の比較では、各

身体機能の改善に加えて、SB 時間の有意な

短縮とうつ該当者の有意な減少が認められ

た。教室終了時に外出頻度が「週 4 ～ 5 回」

または「毎日外出する」に増加し、改善群に

該当したのは 31 名（63.2%）であった。ま

た、改善群と非改善群の教室開始時の比較で

は、改善群の SB 時間が有意に短く、うつ該

当者の割合が有意に低かった（表 3）。さら

に、両群の教室前後の変化については両群と



表 2　閉じこもり予備群による教室前後の比較（n ＝ 45）

表 3　改善群と非改善群による教室開始時の比較

開始時 終了時 p
握力（㎏） 23.4（19.5-24.8） 22.0（19.7-24.6）
5回椅子立ち座りテスト（秒） 7.7（6.5-10.2） 6.6（5.5-8.6） **
Timed Up Go Test（秒） 6.8（5.7-8.3） 6.1（5.2-8.1） **
5m歩行時間［通常］（秒） 4.1（3.5-5.2） 3.5（3.2-4.3） **
5m歩行時間［最大］（秒） 3.2（2.8-3.8） 2.8（2.5-3.4） **
身体活動度（分）

SB 597.0（499.0-706.2） 579.0（475.0-672.7） *
　LPA 313.0（227.0-354.0） 290.0（231.3-367.6）

　MVPA 15.3（6.4-24.7） 17.3（6.9-31.2）
MMSE（点） 28.0（26.0-29.0） 29.0（27.0-30.0）
うつ該当（人） 19（42.2） 9（20.0） *
老研式活動能力指標（点） 12.0（11.0-13.0） 12.0（12.0-13.0）

χ²検定　**p<0.01，*p<0.05

表2　閉じこもり予備群による教室前後の比較（n＝45）

数値はMedian(25%ile-75%ile)，n(%)      

改善群（n＝31） 非改善群（n＝14） p
年齢（歳） 75.0（71.0-81.0） 76.0（73.0-81.0）
性別［男性］（人） 5（16.1） 4（28.6）
家族構成・独居（人） 9（29.0） 6（42.9）
家庭内役割［あり］（人） 28（90.3） 11（78.6）
社会的役割［あり］（人） 7（22.6） 3（21.4）
身長（cm） 151.2（147.5-162.4） 150.0（146.9-154.0）
体重（kg） 54.9（46.9-59.4） 52.9（46.5-58.7）
BMI（％） 22.5（21.2-25.1） 22.3（21.0-25.5）
握力（㎏） 21.0（19.3-24.6） 23.4（18.9-25.8）
5回椅子立ち座りテスト（秒） 8.1（6.9-10.2） 7.3（6.0-10.2）
Timed Up Go Test（秒） 6.8（5.8-8.3） 6.5（5.3-8.2）
5m歩行時間［通常］（秒） 4.0（3.5-5.3） 4.2（3.7-5.1）
5m歩行時間［最大］（秒） 3.2（2.8-3.9） 3.1（2.7-3.5）
身体活動度（分）

SB 585.5（437.0-694.0） 658.0（554.6-755.5） *
　LPA 316.1（241.0-355.0） 279.8（185.7-352.9）

　MVPA 20.0（6.4-30.0） 11.3（4.9-17.7）
MMSE（点） 28.0（26.0-29.0） 27.5（25.8-29.0）
うつ該当（人） 10（32.3） 9（64.3） *
老研式活動能力指標（点） 12.0（11.0-13.0） 13.0（11.0-13.0）

Mann-WhitneyのU検定，χ²検定　*p<0.05

表3　改善群と非改善群による教室開始時の比較

数値はMedian(25%ile-75%ile)，n(%)      
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もに身体機能に有意な改善を認め、改善群で

は SB 時間の有意な短縮が認められた（表 4）。

Ⅳ．考察
本研究対象者は外出頻度が週に 2 ～ 3 回

である閉じこもり予備群とした。これまで

に閉じこもり予備群に該当する地域高齢者は

21.7% であることが示されている 3）が、介護

予防教室に参加した閉じこもり予備群の割合

を示した報告はみられない。渡邉ら 17）は地域

サロンに参加した 218 名の地域高齢者のうち、

毎日外出している者が 162 名（74.3%）、月に

1 ～ 3 回外出している者が 56 名（25.2%）で

あったことを示している。これは本研究対象

者よりも外出頻度が低い者の割合であるが、

本研究における閉じこもり予備群も 174 名中

49 名（28.2%）であった。このことから閉じ

こもり予備群の介護予防教室への参加が限ら

れていることが分かる。しかし、本研究では

介護予防教室終了後に外出頻度が改善した者

は 63.2% を占めており、先行研究 11）12）と同

様に閉じこもり予備群においても介護予防教

室への参加は外出頻度の改善に寄与する可能

性が示された。

本研究対象者全体の教室前後の比較におい

てうつ該当者が有意に減少した。さらに、改

善群は教室開始時に非改善群よりも抑うつ該

当者の割合が有意に低かった。これまでに閉

じこもり要因の一つとして抑うつが挙げられ

ているが、外出頻度の改善に抑うつが影響す

ることを示した報告はない。しかし、先行研

究では、通所リハビリテーション利用者にお

いてうつ傾向が低いほど運動行動変容を起こ

しやすいこと 18）や、フレイルが改善した高

齢者の特徴としてベースライン時のうつ得点

の低い者の割合が多いこと 19）が報告されて

いる。このことから、抑うつは健康行動の変

容に影響することが考えられ、外出促進の因

子となったことが考えられる。介護予防教室

終了後に外出頻度が改善しやすい者の特性と

しては、うつ傾向でないことが示されたが、

反対にうつ傾向の者は地域活動に参加しない

傾向があることが指摘 20）されており、うつ

傾向を示す閉じこもり予備群は閉じこもりに

移行するリスクが高いと考える。本研究のよ

うに抑うつ傾向を示しながらも教室に参加さ

れた方は、外出頻度を改善させられる可能性

があり、運動プログラムのほかに心理的な介

入も検討する必要があった。

本研究では、介護予防の観点から閉じこも

り状態に至る前に外出に伴う身体活動量を確

保することが重要であると考え、閉じこもり

予備群の身体活動に注目した。閉じこもり予

備群は、外出頻度が高い者よりも身体活動度

が低く、座位行動時間が長いことが想定され

るが、屋内での活動も含めた日常生活活動に

ついても注目する必要がある。本研究で閉じ

こもり予備群に該当した者は、老研式活動

能力指標の結果から教室開始時より日常生

活活動能力の高い集団であるといえる。ま

た、教室開始時の身体活動度は、SB597 分／

日、LPA313 分／日、MVPA15.3 分／日であっ

た。これまでに 3 軸加速度センサーを利用し

て閉じこもり予備群の身体活動度を示した報

告はみられないが、一般高齢者を対象とした

先行研究を参考にすると非改善群の SB 時間

はやや長く、MVPA はやや低い傾向にあっ

た。本多らの報告 21）では、地域高齢者の SB
時間の平均は 486.9 ± 124.4 分／日であるこ

とが示され、四分位に基づく群分けでも閉じ

こもり予備群の SB は下位群に相当する。し

かし、閉じこもり予備群の教室前後の比較に

おいて、SB 時間は有意に短縮していた。ま

た、改善群は教室開始時に非改善よりも有意

に SB 時間が短く、教室前後では有意に SB
時間が短縮した。SB 時間は、1.5 METs 以下

の活動であり、高齢者においては、しばしば

屋内での不活動状態として取り上げられてい

る。Leask ら 22）は、高齢者の座位行動時間

の約 7 割は自宅で費やしていることを示して

いる。さらに、高齢者の座位行動に着目した

屋内の生活様式についての報告では、とくに

長い時間を占めているのはテレビ視聴 23）24）

とされている。本研究の介入内容は、運動プ

ログラム以外に講話にて閉じこもりや身体活

動に関するテーマを取り入れ、外出や身体活

動を促した。また、運動プログラムは立位で

実施される方法も含まれており、座りがちの
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生活が是正されたことが考えられる。とく

に、改善群は教室開始時に抑うつ傾向を示す

割合が低く、外出や身体活動への意識が高ま

り、生活様式が変化したことが考えられ、教

室開始時に屋内で占めていた SB 時間が、外

出頻度の増加によって短縮したことが考えら

れる。一方、改善群は外出頻度の増加に伴

い、教室終了時の LPA や MVPA が高まるこ

とが予想されたが、有意な変化は認められな

かった。これまでに介入により MVPA が増

加した報告 25）26）は散見されるが、これらは

運動プログラム以外にセルフマネジメントを

用いた個別的な支援を実施している。本研究

では、運動プログラム以外に閉じこもりリス

クや身体活動について講話を実施したが、そ

の他に個別的な介入は実施していない。大須

賀ら 27）は、生活機能の低下を抑制するには、

活動量のみに着目するのではなく、活動範囲

や活動内容についても注目する必要があるこ

とを述べている。外出頻度とともに身体活動

度を高めるためには、外出の目的や手段など

にも着目した個別的な支援が求められる。

本研究では、介護予防教室に参加された閉

じこもり予備群の外出頻度の変化を調査し、

外出頻度が改善する者の特性を検討した。閉

じこもり予備群であっても介護予防教室に

参加することで SB 時間やうつが改善する可

能性が示された。また、教室開始時に SB 時

間が短い者や抑うつ傾向でない者は、教室参

加によって外出頻度が改善しやすい可能性が

示された。一方、教室参加時に抑うつ傾向を

示す者は外出頻度や身体活動の改善につなが

りにくく、運動プログラム以外の心理的な支

援も検討する必要が考えられた。本研究の限

界として、解析対象が少なく、外出頻度の改

善を規定する要因を検討するには至らなかっ

た。また、本研究は年間を通したいくつかの

介護予防教室参加者を対象としているが、季

節によって外出の機会が異なることも考えら

れ、時期を統一した検討も必要である。さら

に、本研究では対象者の日常生活活動能力は

高かったが、屋内での生活様式について詳細

の調査を実施したわけではない。性別によっ

て生活様式の違いも考えられ、外出による身

体活動を高めるためには、性別や屋内外での

活動を分けて調査する必要がある。

Ⅴ．結語
閉じこもり予備群に該当する高齢者におい

ても、介護予防教室に参加することで外出頻

度が改善し、SB が短縮する可能性が示され

た。教室終了時に外出頻度が改善する者の特

徴として、教室開始時の SB 時間が短いこと、

抑うつがないことが影響する可能性が示され

た。しかし、改善群においても身体活動度の

増加は認めらなかった。外出頻度とともに身

体活動度を高めるためには、外出の目的や手

段などにも着目した個別的な支援が求められ

る。
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Changes in physical activity and mental function of 
participants in whom improved the frequency of going 

out among care prevention class and their 
characteristics: Focusing on the risk of becoming 

homebound

Shuichi WAKAYAMA1），Yoshihiko FUJITA1），Keisuke FUJII2），

Takeshi SASAKI1），Hiroshi YUINE1），Satoshi TOKUNAGA3），

Kazushi HOTTA1）

1）Department of Occupational Therapy, Ibaraki Prefectural University of Health Science
2）Department of Occupational Therapy, Kansai University of Health Sciences
3）Ushio Hospital

Purpose: In the present study, we surveyed changes in the frequency of going out and the level of 
physical activity in elderly individuals at risk of becoming homebound with the goal of elucidating the 
characteristics of individuals in whom the frequency of going out improved.
Methods: Among 174 community-dwelling elderly individuals who participated in care prevention 
classes held at two municipalities of Ibaraki Prefecture between 2016 and 2019, we included 45 
individuals in the group at risk of becoming homebound, which corresponded to a frequency of going out 
once every 2–3 days per week. The participants were classified into the improved group and unimproved 
group according to their frequency of going out at the time of class completion. At the initiation of and 
upon completion of the classes, we surveyed the participants about their frequency of going out, level of 
physical activity, physical functioning, and psycho cognitive functioning.
Results: Following completion of the classes, approximately 60% of participants showed an increase in 
their frequency of going out and were included in the improved group. A comparison of the two groups 
at the initiation of the classes revealed that the duration of sedentary behavior was significantly shorter 
and the proportion of individuals developing depression was significantly lower in the improved group. 
Another comparison conducted before and after the classes revealed that the duration of sedentary 
behavior was significantly shorter in the improved group.
Conclusion: These results indicate that individuals in whom the frequency of going out improved 
among those at risk of becoming homebound are characterized by a short duration of sedentary behavior 
and the absence of depression.
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